
前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による 

市民活動支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、前橋市（以下「市」という。）がクラウドファンディング型ふるさと納税

及び企業版ふるさと納税（以下「ふるさと納税等」という。）による寄附金を活用した、市民

活動団体への活動費等の支援を行うことで、市民活動を通じた地域社会の課題解決や魅力あ

るまちづくりの促進を図ることを目的とする、「前橋市クラウドファンディング型ふるさと

納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業」（以下「本事業」という。）について、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義を次のとおり定める。 

（1）市民活動団体 

   次の①から③までのいずれかに該当する団体 

①ＮＰＯ法人（特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）第２条第２項に規定する

特定非営利活動法人をいう。以下同じ。） 

②一般社団法人（非営利型）、一般財団法人（非営利型）、公益社団法人、公益財団法人又

は労働者協同組合 

③市民活動を行っている団体で、以下のすべての項目を満たすこと  

   ア ５人以上の構成員で組織していること 

イ 特定非営利活動促進法第２条第２項第２号に該当すること 

ウ 組織の運営に関する定款や会則等を備えていること（総会や役員会など、組織運営

の意思決定の仕組みが規定されていること） 

   エ 予算及び決算の処理を適切に行っていること 

  オ 活動内容や会計処理に関する情報が公開できるよう整理されていること  

（2）市民活動 

不特定かつ多数のものの利益の増進を目的に市民が主体となって社会的な課題の解決

に取り組む、営利を目的としない活動 

（3）クラウドファンディング型ふるさと納税 

地方税法に基づくふるさと納税の一形態で、寄附者が自治体の提示する特定事業や社

会課題解決プロジェクトを選択して寄附を行い、一定の上限内で所得税および個人住民

税の控除を受けられる制度 

（4）企業版ふるさと納税 

地域再生法に基づく地方創生応援税制として、企業が、国が認定した地域再生計画に

基づく事業へ寄附を行うことで、法人関係税の税額控除を受けられる制度  

 

（支援の方法） 

第３条 活動費等の支援（以下「支援」という。）は、支援を申し込む市民活動団体に対し、ふ

るさと納税等により市が受領した当該市民活動団体が実施する活動に対する寄附金を前橋市

クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業交

付金（以下「交付金」という。）として交付することにより行うものとする。 

  



（対象となる団体） 

第４条 本事業の対象となる団体は、次の各号の要件を満たすものとする。 

（1）第２条第１号で規定する市民活動団体 

（2）以下のすべてに該当する団体 

①本市に主たる事務所（活動の拠点）があること 

②本市においておおむね１年以上の継続的な活動実績があり、そのことが事業報告書・決

算書等の書類で確認できること 

③特定非営利活動促進法別表に掲げる 20 分野、その他社会貢献を行う団体であり、その

ことが定款や会則等で確認できること 

④インターネット等を利用して広く団体に係る情報を公開していること 

⑤法令違反、公序良俗に反する活動をしていないこと 

⑥団体の活動目的が営利活動、宗教活動、政治活動、選挙運動ではないこと 

⑦前橋市暴力団排除条例第２条第１号から第３号に規定する暴力団等に該当せず、それら

と密接な関係を有していないこと 

 

 （交付対象事業） 

第５条 交付金の交付対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、対象となる団体が

行う市民活動であって、次の各号に掲げる要件をすべて満たすものとする。  

（1）原則前橋市内において実施し、主たる効果が前橋市内で生じる公益的な事業であること  

（2）交付金の交付を受けようとする年度の２月末までに完結する事業であること 

（3）特定の個人又は団体の利益となる事業でないこと 

（4）宗教活動、政治活動、選挙活動又は営利活動を目的とした事業でないこと  

（5）当該団体内の親睦やレクリエーションを目的とした事業でないこと  

（6）前橋市から業務委託を受けている事業でないこと 

（7）前橋市から補助金等の交付を受けている又は受ける予定の事業でないこと 

（8）事業内容及び実施計画は実現性の高い内容であること 

 (9) 実施体制は事業を円滑に行えるものであること 

 (10) 収支計画の内容や規模が妥当なものであること 

（11）過去に本事業の交付を受けた団体の同一、又は酷似した内容の事業でないこと 

（12）上記内容のほか、市長が適切でないと認める事業でないこと  

 

 （交付対象経費） 

第６条 交付金の交付の対象となる経費は、交付対象事業の実施に要する経費とする。ただし、

次に掲げる経費は、対象としない。 

（1）交付対象事業の実施に関わらない団体の経常的な運営に要する経費  

（2）団体の飲食や親睦会費 

（3）団体の構成員に対する人件費、謝礼等 

（4）交付対象事業期間外に発生した経費 

（5）不動産及び車両（自転車を除く。）を取得するための経費 

（6）上記の内容のほか、市長が適切ではないと認める経費 

 

 （支援対象者の認定） 

第７条 本事業の活用による支援を受けようとする市民活動団体は、前橋市クラウドファンデ



ィング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業認定申請書（様式第

１号）（以下「認定申請書」という。）に次の各号に掲げる書類を添えて定められた期間内に

市長に提出しなければならない。 

（1）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業団体概要書（様式第２号） 

（2）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業実施計画書（様式第３号の１） 

（3）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業収支計画書（様式第４号の１） 

（4）定款又は会則等 

（5）前年度事業報告書及び決算書 

（6）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業誓約書（様式第５号） 

(7) クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税に係る寄附促進営業計

画書（様式第６号） 

（8）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により提出された認定申請書等を受理したときは、その内容について

審査し、支援の対象とすることを決定したときは前橋市クラウドファンディング型ふるさと納

税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業認定通知書（様式第７号）により、支援の

対象としないことを決定したときは前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業

版ふるさと納税による市民活動支援事業不認定通知書（様式第８号）により、申請団体に通知

するものとする。 

３ 支援対象事業の認定については、同一年度内に１申請団体につき１回に限る。 

４ 市長は、第２項の支援対象事業の決定に、必要な条件を付すことができる。 

 

（寄附金の募集及び受付） 

第８条 市長は、第７条第２項の規定により認定をした事業のためふるさと納税等による寄附

金の募集を行う旨を、市のホームページ等により周知するものとする。 

２ 第７条第２項の規定による支援対象事業の認定を受けた市民活動団体（以下「事業認定団

体」という。）は、寄附金の募集について、インターネット等を利用して広く周知するなど、広

報活動に最大限努めなければならない。 

３ 寄附金の受付は、原則、第７条第２項の規定により決定した事業ごとに、市長が直接受け

付けるもののほか、市長がふるさと納税ポータルサイトを利用して受付を行うものとする。  

  

（認定の取消し） 

第９条 市長は、事業認定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、事業の認定を取り消

すことができる。 

（1）この要綱の規定又はその他法令等に違反したことが判明したとき  

（2）虚偽の申請その他不正の行為により事業の認定を受けたとき  

（3）認定を受けた事業の実施が困難であると見込まれるとき 

（4）前各号に掲げるもののほか、市長が事業の認定を取り消す必要があると認めたとき  

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、当該事業認定団体に対し、その旨を通知

するものとする。 



 

 （支援の辞退） 

第１０条 事業認定団体は、寄附金の多寡にかかわらず、認定を受けた事業を実施することを

原則とするが、真にやむを得ない事情があるときは、前橋市クラウドファンディング型ふるさ

と納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業支援辞退届（様式第９号）を市長に提

出することで、支援を辞退できる。この場合において、市長は、当該事業認定団体に係る寄附

として受領した寄附金を本市における市民活動全体の支援を目的とした事業（以下「市民活動

支援事業」という。）に充当するものとする。 

 

 （交付申請） 

第１１条 交付金の交付を受けようとする事業認定団体は、当該交付対象事業を実施する年度

の初日から当該交付対象事業を開始する前までに、前橋市クラウドファンディング型ふるさと

納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業交付金交付申請書（様式第１０号）に次

に掲げる書類を添えて、交付金の交付を市長に申請するものとする。ただし、認定申請時から

変更がない場合、本条第１号及び第２号の添付は省略できる。 

（1）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業実施計画書・交付申請用（様式第３号の２） 

（2）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業収支計画書・交付申請用（様式第４号の２） 

（3）前 2 号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

 （交付金の額） 

第１２条 交付金の額は、第８条第３項の規定により受け付け、市に入金のあった寄附金の額

（以下「寄附額」という。）の 100 分の 80 に相当する額（当該額に１円未満の端数が生じたと

きは、これを１円に切り上げた額とする。）の範囲内で、交付対象経費として支出した額とす

る。なお、寄附額の 100 分の 20 に相当する額（当該額に１円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てた額とする。）については、市民活動支援事業に充当するものとする。 

  

（交付決定） 

第１３条 市長は、第１１条第１項の規定による申請があった場合は、その内容について審査

し、交付金を交付すべきと決定したときは、前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及

び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業交付金交付決定通知書（様式第１１号）により、

当該申請をした事業認定団体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、交付金を交付することが不適当であると決定した

ときは、前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活

動支援事業交付金不交付決定通知書（様式第１２号）により、当該申請をした事業認定団体に

通知するものとする。 

 

（交付方法） 

第１４条 交付金は、概算払の方法により交付するものとする。 

２ 第１３条第１項の規定による交付決定を受けた事業認定団体（以下「交付対象団体」とい

う。）は、前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民

活動支援事業交付金請求書（様式第１３号）により、交付金の交付の請求をするものとする。 



３ 市長は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る交付金を交付するものと

する。 

 

（交付対象事業の変更又は中止） 

第１５条 交付対象団体は、事業を変更し又は中止しようとするときは、前橋市クラウドファ

ンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業変更・中止承認申

請書（様式第１４号）を市長に提出するものとする。ただし、変更前の事業の達成に何ら支障

のない軽微な変更については、この限りではない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、これを審査し、適当と認めたときは、前

橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事

業変更・中止承認通知書（様式第１５号）により、不適当と認めたときは、前橋市クラウドフ

ァンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業変更・中止不承

認通知書（様式第１６号）により、申請団体に通知するものとする。 

３ 事業の変更又は中止に伴い、交付金額が最終的な交付対象経費を上回るなど、第１４条第

１項の規定により概算払いで交付した交付金に余剰が生じた場合、交付対象団体はこれを戻入

し、精算を行う。この場合において、市長は、戻入金を市民活動支援事業に充当するものとす

る。 

 

（実績報告） 

第１６条 交付対象団体は、交付対象事業が完了したときは、当該交付対象事業が完了した日

の翌日から１か月以内に、前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと

納税による市民活動支援事業実績報告書（様式第１７号）に次に掲げる書類を添えて、市長に

提出するものとする。 

（1）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動

支援事業実施報告書（様式第１８号） 

（2）前橋市クラウドファンディング型ふるさと納税及び、企業版ふるさと納税による市民活

動支援事業収支報告書（様式第１９号） 

（3）交付対象経費の支出が確認できるもの（領収書の写し等） 

（4）交付対象事業の活動状況が確認できるもの（写真、パンフレット、チラシ等）  

（5）その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長は、前項の規定により提出された実績報告書が交付金の交付決定の内容及びこれに付

した条件、並びに関連資料に適合するものであるか確認を行い、前橋市クラウドファンディン

グ型ふるさと納税及び企業版ふるさと納税による市民活動支援事業交付金確定通知書（様式第

２０号）により確定するものとする。この場合において、交付金額が最終的な交付対象経費を

上回るなど、第１４条第１項の規定により概算払いで交付した交付金に余剰が生じた場合、交

付対象団体はこれを戻入し、精算を行う。この場合において、市長は、戻入金を市民活動支援

事業に充当するものとする。 

  

（報告、調査等） 

第１７条 市長は、必要があると認めるときは、交付対象事業の実施について状況報告書の提

出を求め、又は交付金に係る関係書類を調査することができる。  

  

（交付金の交付決定の取消し及び返還） 



第１８条 市長は、交付対象団体が次のいずれかに該当すると認めるときは、交付金の交付決

定の全部又は一部の取り消し、又は既に交付されている交付金の全額若しくは一部を、期限を

定めて返還を命じることができる。この場合において、市長は、当該事業団体に係る寄附とし

て受領した寄附金、又は返還金を市民活動支援事業に充当するものとする。 

（1）この要綱の規定又はその他法令等に違反したことが判明したとき  

（2）事業認定及び交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

（3）交付金をその目的以外の目的に使用したとき 

（4）交付対象事業が実施される見込みがないとき、又は交付申請時の実施計画及び交付決定 

額等を鑑みて実施される事業が不十分なとき 

（5）虚偽の申請その他不正の行為により、寄附金の募集及び交付金の交付を受けたとき、又

は事業の認定を受けたとき 

（6）前橋市暴力団排除条例第２条第１号から第３号に規定する暴力団等に該当するとき 

（7）暴力団等の利益になるとき 

（8）前各号のほか、市長が交付金を交付する必要がないと認めたとき  

  

（寄附活用実績の公表） 

第１９条 交付対象団体は、交付金の活用実績、事業実施状況等を広く情報発信しなければな

らない。 

  

（個人情報の保護） 

第２０条 交付対象団体は、事業を行う上で知りえた個人情報については、個人情報保護の観

点から特に慎重に取り扱うものとし、定められた目的以外に使用してはならず、事業期間中及

び事業終了後においても、第三者に当該個人情報を洩らしてはならない。 

  

（経理執行上の留意事項） 

第２１条 交付対象団体は、交付対象事業をほかの事業と明確に区分して経理しなければなら

ない。 

 

（帳簿類の保管） 

第２２条 交付対象団体は、交付対象事業の収入及び支出を明らかにした帳簿および証拠書類

を整備し、事業が完了した年度の翌年度から起算して５年間は保管するものとする。  

  

（その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

  

  附 則 

 この要綱は、令和７年３月２１日から施行する。 

 この要綱は、令和８年３月２６日から施行する。 


